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第 2 章 測量 
1 設計に求められる地形モデル（精度等） 

 

1.1 公共測量と地図情報レベル 
 
1.1.1 公共測量 
公共測量とは、測量法第 5 条で規定されている測量である。 
測量に際して、「費用の全部又は一部を国又は公共団体が負担し、又は補助して実施する測量」又は基準

点や電子基準点等の「基本測量又は公共測量の測量成果を使用する測量で国土交通大臣が指定するもの」

で、かつ「『高い精度』が必要な測量を行う」際には、「公共測量」に該当する場合がある。 
このため、NN ガイドラインで扱う測量は、公共測量に該当する可能性がある。 
該当する場合には、発注者（測量計画機関）は、「公共測量」に係る諸手続を行う必要がある。 

 
1.1.2 地図情報レベル 
地図情報レベルとは、「農林水産省農村振興局測量作業規程」（令和３年２月 農林水産省農村振興局）

にて、数値地形図データの地図表現精度を表し、数値地形図における図郭内のデータの平均的な総合精度

を示す指標としている。 
次に、地図情報レベルごとのその精度とアナログの相当地図縮尺との関係を示す。 

 
表 7 地図情報レベルとその精度及び地図縮尺の関係の目安 

地図情報レベル 水平位置の標準偏差 標高点の標準偏差 等高線の標準偏差 相当地図縮尺 
250 0.12ｍ以内 0.25ｍ以内 0.5ｍ以内 1/250 
500 0.25ｍ以内 0.25ｍ以内 0.5ｍ以内 1/500 

1000 0.70ｍ以内 0.33ｍ以内 0.5ｍ以内 1/1,000 
2500 1.75ｍ以内 0.66ｍ以内 1.0ｍ以内 1/2,500 
5000 3.50ｍ以内 1.66ｍ以内 2.5ｍ以内 1/5,000 

10000 7.00ｍ以内 3.33ｍ以内 5.0ｍ以内 1/10,000 
 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」（令和３年２月 農林水産省農村振興局） 
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農林水産省農村振興局測量作業規程等で、標準として定義している地図情報レベルと面的な３次元測量方

法の対応を下表に示す。各測量手法の特性を理解した上で、単独又は組み合わせて利用することが必要であ

る。 
 

表 8 地図情報レベルと測量方法の対応の目安 

地図情報 
レベル 

現地測量 
（基準点 
の設置） 

現地測量 
（TS 点の

設置） 

車載写真 
レーザ測

量 

空中写真 
測量 

航空 
レーザ 
測量 

UAV 
写真測量 

地上レー

ザ測量 

250 ○     ○ ○ 

500 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

1000 ○ ○ ○ ○ ○ △  

2500  ○  ○ ○   

5000    ○ ○   

10000    ○    

※△は UAV レーザ測量のみ適用 
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1.2 ３次元測量手法の適用範囲と特徴 
 
昨今、測量技術は、面的な点群データ計測の台頭により、従来、点・線で地形を表現していた時代から、

面で取得する、更に２次元から３次元で取得する時代に遷移しつつある。面で取得する手法は、広い範囲を

均一な成果で、効率的に取得する目的がある。一方、点・線で取得する方法は、基本的には、ごく限られた

範囲を密に高精度で取得することが目的となっている。 
BIM/CIM の中で用いる地形モデルの構築（面計測）に際しては、様々な測量手法の中から事業目的に見

合う精度を求めて、最適な手法の選択、またこれらの組み合わせ手法を採用することが重要となる。 
３次元測量手法については、その方式の違い、計測高度の違い等から、1 回の計測、撮影等により行われ

る際の、計測精度、面的な密度及び計測可能範囲に違いがある。 
 

 
図 20 ３次元測量手法の点密度と適用範囲 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 
  



 

第 1 編 61 

なお、これらの手法により取得される３次元点群データについては、「計測点密度（計測点間隔）」「フッ

トプリント（対象物を計測した際のレーザ径）」の 2 つの要因により空間分解能が決まる。対象範囲、位置

精度、計測対象物の細かさ、目的に応じて、適切な計測点密度及びフットプリントに対応したレーザ計測機

器の選定が重要となる。 

表 9 ３次元測量手法の特徴 

３次元測量手法 計測点密度*3 計測制限等の特記事項 

衛星画像処理 
 

1 点/25 m2程度 
(5m 間隔程度) 

高架橋下、トンネル内は取得できない。 
DSM*1のみ。局所的な利用には不向き。 

空中写真測量 
1 点/ m2程度 

高架橋下、トンネル内は取得できない。 
DSM*1のみで DTM*2は取得できない。 

航空レーザ測量 
 

1～10 点/m2程度 
高架橋下、トンネル内は取得できない。 
DSM*1と DTM*2の双方の標高モデルが取得可能。 

車載写真レーザ測量 
25～400 点/m2程度 

道路周辺やトンネル内部は計測可能だが、道路沿

いであっても建物、塀等にさえぎられる箇所のデ

ータは取得できない。 
UAV
（Unmanned 
Aerial Vehicle：
無人航空機） 

写真測

量 
400 点/m2程度 
※生成する点群の密度 

橋梁下部工など高架橋下も計測可能。 
強風時は計測成果に影響が出る。また、太陽光の

影響を受ける。 
草木が存在し地面を撮影できない場合には、

DSM*1のみで DTM*2は取得できない。 
レーザ

測量 
4～400 点/m2程度 

橋梁下部工など高架橋下も計測可能。 
強風時は計測成果に影響が出る。 
草木がある程度ある場合でも地面の計測が可能と

なり、DSM*1 と DTM*2 の双方の標高モデルが取

得可能。 
地上レーザ測量 

 10,000 点/m2程度 
現地に立ち入れない区域は計測できないが、急傾

斜地を対象にした河川対岸部は、データ取得可能。 

航空レーザ測深 陸部：10 点/m2程度 
水部：1 点/m2程度 

測深性能は、透明度や水質に依存される。 
浅い水深域を安全に計測可能。 

マルチビーム測深 

3 点/m2程度 

測量船の進入困難な浅所（概ね水深 3m 以浅）に

ついてはデータ取得が困難。 
音響特性上、扇状の超音波ビームの端部は精度が

劣化する傾向にある。 
計測時は、流木や水中の障害物の有無や水深の変

化に注意が必要。 
*1DSM（Digital Surface Model）： 数値表層モデル（建物や樹木の高さを含んだ地表モデル） 
*2DTM（Digital Terrain Model）：数値地形モデル（建物や樹木の高さを取り除いた地表モデル） 
*3計測点密度：利用目的に応じて要求される点密度を選定する 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 
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1.3 地形モデルを利用する際の留意点 
 

1.3.1 従来図面と地形モデルの違い 
農道設計を例に従来手法と BIM/CIM による手法を比較する。 
従来の各種設計の場合には、一般に構想設計では、空中写真測量により作成した 1/2,500～1/5,000 レベ

ルの地形図を活用し基本備設計で 1/2,500 レベルの精度の地形図を利用していることが多い。実施設計の

段階では、実測による縦横断図を用いて幅杭設計や擁壁、法面等の計画を行い平面図に展開している。 
BIM/CIM における道路設計の構想設計では、空中写真測量により作成した 1/2,500～1/5,000 レベルの

地形図あるいは国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル）等の既存の測量成果を使用し、地形モデルを

作成する。基本設計・実施設計の段階では、面的な３次元計測（UAV 等を用いた公共測量）又は実測によ

り地図情報レベル 250～500 に対応する地形モデルを作成する。 
 

 
  

※基本設計には、実測による縦横断測量が必要ない場合（基本設計 A）、実測による縦横断測量が必要な場合（基本設計 B）

の 2 通りがある。UAV 写真測量、地上レーザ測量及び農林水産省農村振興局測量作業規程 16 条第 2 項の適用により３

次元点群データを取得している場合には、測量計画機関の承認を得られたならば、「３次元点群データを使用した断面図

作成マニュアル（案）平成 31 年 3 月」（国土交通省国土地理院）に沿った手法を用いることにより、実測による縦横断

測量に替えることができる。 

図 21 従来手法と BIM/CIM による手法との比較（農道設計の場合の概要） 
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1.3.2 各設計工程における留意点 
地形モデルは形状情報だけで周辺の地目や構造物の情報等の属性情報を持たないので、設計時には地形

図他の情報も必要となる。 
地形モデルは、各々の地物の属性を持たないので、地目や構造物情報を知るすべがない。地番ごとの地

目一覧表や所有者別一覧表、現況土地利用図等を用いて作成した構造物などのサーフェスモデル、ソリッ

ドモデル等による補助が必要となる他、隣接する地目情報等が確認できる属性情報を持たせることが望ま

しい。 
実施設計は、コントロールポイントとなる構造物のエッジ、土地の境界等の取得が必要な場合は、TS

（Total Station：トータルステーション）等による補完測量を実施する。たとえば、木造など屋根が張り

出している建物の場合、建物壁面位置を把握しなければ、コントロールポイントとなる構造物が建物壁面

に係る、かからないで、補償費用に影響するなど、重要な用地幅決定の情報になるからである。また、道

路改良詳細設計では精度の高い建物出入口の高さ、交差点部の水路底の高さ等が必要となる。 
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1.4 成果品の作成 
 
「農林水産省農村振興局測量作業規程」（令和３年２月農林水産省農村振興局整備部設計課）で定められ

た測量成果に基づくものとする。また、成果物の納品は、「測量成果電子納品要領（案）」（令和２年３月一

部改訂版農林水産省農村振興局整備部設計課施工企画調整室）に基づくものとする。 
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2 BIM/CIM モデルに利用するための測量方法 
 

2.1 BIM/CIM モデルに利用するための３次元測量手法の利用の考え方 

 
【解説】 

BIM/CIM で用いる地形モデルを作成するための面的に３次元計測する測量手法は、大きくレーザ計測

技術を利用した手法と、写真測量を利用した手法に分類される。 
写真測量手法は、旧来より存在する有人航空機に設置したカメラを利用した「空中写真測量」と、UAV

（無人航空機）にカメラを搭載した「UAV を用いた公共測量」（※1）等が存在する。 
レーザ計測技術を利用した手法としては、レーザスキャナとカメラを有人航空機に搭載した「航空レー

ザ測量」、レーザスキャナとカメラを車両に搭載した「車載写真レーザ測量」、レーザスキャナを UAV に

搭載した「UAV レーザ測量」（※2）、レーザスキャナを地上に設置して計測する「地上レーザ測量」（※

1）等に区分される。 
各測量手法は、位置精度、点群密度、経済性、樹木伐採の必要性等、得手不得手があることから、目的

に応じて測量手法の使い分けや、組合せが必要である。また、面的な３次元計測手法では、コントロール

ポイントとなる境界線、構造物のエッジ等でピンポイントでの測量には向かないため、従来から存在する

TS 手法等を組み合わせる考慮も必要である。 
最新の計測技術や計測機器の技術開発の動向、活用実績、要領や基準の整備状況を把握し、積極的に採

用することで、計測作業の効率化や計測精度向上をはかることが重要である。 
 
（※1）UAV を用いた公共測量及び地上レーザ測量については、「農林水産省農村振興局測量作業規程」

を用いることで、精度良く地形データを作成可能である。 
（※2）ＮＮガイドライン策定時点では、新たな測量技術を含め、「農林水産省農村振興局測量作業規程」

に規定されない測量手法を用いる場合には、「農林水産省農村振興局測量作業規程」第 16 条の特例規定

による条件を満たせば、実施可能である。なお、国土地理院又は他省庁において「マニュアル」を整備し

ている場合には、この規定の「精度確認資料」として利用可能である。 
  

BIM/CIM で用いる地形モデルを新たに作成するためには、面的に３次元計測する測量手法が用いら

れる。 
面的に３次元計測する測量手法は複数種類の手法が存在するが、各測量手法は、得手不得手がある

ことから、目的に応じて測量手法の使い分けや、組み合わせが必要である。 
３次元測量は、「測量作業規程」（令和３年２月農林水産省農村振興局整備部設計課、以下「農林水産

省農村振興局測量作業規程」という。）に規定する手法で行い、所定の精度管理を行うことが必要であ

る。複数の測量手法を組み合わせる場合には、それぞれの要求精度を考慮して利用する。 
また、最新の計測技術や計測機器の技術開発の動向、活用実績、要領や基準の整備状況を把握し、積

極的に採用することで、計測作業の効率化や計測精度向上をはかることが重要である。 
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2.2 空中写真測量 

 
2.2.1 主な特徴 
空中写真測量の主な特徴を次に示す。 

 
（１）メリット 

ア 上空から計測するため、地上から立ち入れない区域のデータも取得できる。 
イ 上空で撮影を実施することにより、広範囲に計測を実施することが可能。 
ウ 写真が取得できるため、現地状況等が視覚的に確認することができる。 

 
（２）デメリット 

ア 上空から樹木や構造物などにより遮断される部分は取得できない。 
イ 地上付近より撮影する技術に比べ、測量精度が低い。 

 
（３）地形測量精度 

空中写真測量における基線長及び対地高度（撮影高度）により作成可能な地上解像度が異なり、地形測

量精度は以下となる。 
 

表 10 測量精度 

地図情報レベル 水平位置の標準偏差 標高点の標準偏差 等高線の標準偏差 
250 0.12m 以内 0.25ｍ以内 0.5ｍ以内 
500 0.25ｍ以内 0.25ｍ以内 0.5ｍ以内 

1000 0.70ｍ以内 0.33ｍ以内 0.5ｍ以内 
2500 1.75ｍ以内 0.66ｍ以内 1.0ｍ以内 
5000 3.20ｍ以内 1.66ｍ以内 2.5ｍ以内 

10000 7.00ｍ以内 3.33ｍ以内 5.0ｍ以内 
 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」より整理 

 
2.2.2 主な利用場面 
空中写真測量では、地形、地物等を撮影し、その数値写真を用いて数値地形図データを作成する。数値

地形図データ作成の工程別作業区分及び順序は、「農林水産省農村振興局測量作業規程」で定義されてい

る。広域的に均一の精度に建物や地形・地物の計測ができるなど、測量効率が良く幅広く利用されている。 
航空機による空中写真測量では、地図情報レベルは 500、1000、2500、5000 及び 10000 を標準とし、

UAV 写真測量では、地図情報レベルは 250 及び 500 を標準とする。 
  

「空中写真測量」とは、「航空写真測量」ともいわれる。有人の航空機又は UAV から撮影した写真

を使用して、地理・地形情報を精密に抽出する技術である。航空機では広域、UAV では局所的な計測

に適している。 
近年はデジタルによるマッピングが主流となり、紙地図への出力だけでなく、GIS の基盤地図とし

て大いに利活用されている。 
一般的には、地表の垂直写真を飛行コースに沿って 60％～80％ずつ重複させながら撮影した航空写

真と地上の位置関係を詳細に求め、写真上での像の違いを立体的にかつ精密に測定することによって

正確な３次元計測、地形図の作成が可能である。 
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2.3 航空レーザ測量 

 
 

 

図 22 航空レーザ測量 

 
2.3.1 主な特徴 
航空レーザ測量の主な特徴を次に示す。 

 
（１）メリット 

ア 上空から計測するため、地上から立ち入れない区域のデータも取得できる。 
イ 広域な範囲を効率的に計測することができる。 
ウ 樹木があっても地表面の計測が可能である（樹木下は、葉や枝の隙間をレーザが通過すること 

から、地表からの反射波を記録することができるため、フィルタリング処理により地表面を再現 
でき、樹高の把握も可能である。なお、フィルタリング処理とは、地物表面から建物や橋などの人

工構造物、樹木等の植生を取り除く処理である）。 
 

（２）デメリット 
ア 上空から構造物などにより遮断される部分は取得できない。 
イ 地上付近より計測する技術に比べ、測量精度が低い。 
 

（３）地形測量精度 
航空レーザ測量による標高精度は、システム自体がもつ計測精度のほか、計測密度や地形条件、GNSS

（衛星の数・配置、電離層状態等）、IMU 姿勢等の精度を統合した結果、平坦な地形において、±15cm
に入ることが検証されている。ただし、植生に覆われている等の条件下ではこの限りでない。 

  

航空レーザ測量は、航空機にレーザスキャナ、カメラ等を搭載して、空から面的に点群データ、写真

画像を取得する手法。固定翼（セスナなど）に搭載した計測と回転翼（ヘリコプターなど）に搭載した

計測の 2 種類に大別されている。 
航空レーザ測量システムのGNSS／IMU装置による位置姿勢解析結果とレーザ計測の距離データを

統合して、３次元点群データが生成される。ノイズを除去したオリジナルデータから建物や樹木等を

フィルタリングしたグランドデータを生成し、格子状の標高データである数値標高モデル（以下、「グ

リッドデータ」という。）等の数値地形図データファイルを作成する。 
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2.3.2 主な利用場面 
航空レーザ測量は、広域な地形測量のほか、土砂災害等の把握やリスク調査、森林調査、電力施設調査、

遺跡調査等に利用されている。近年では、定期的に航空レーザ計測を実施することにより３次元地形デー

タを取得し、豪雨や地震による災害発生後の計測データと比較して、被害状況を迅速かつ詳細に把握する

などの活用が進んでいる。 
また、航空レーザ計測の主目的である地形把握に当たって、フィルタリング処理で除去していた植生や

建物などの地物についても、これら３次元データが森林解析（樹高分布など）や送電線等の電力施設等の

把握、建物変化（経年変化のほか地震時の倒壊被害など）、建物影響（洪水氾濫や土砂氾濫における建物の

影響検討等）などへの活用が進んでいる。 
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2.4 車載写真レーザ測量 

 

 

図 23 モービルマッピングシステム（MMS） 

  出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 

 
2.4.1 主な特徴 
車載写真レーザ測量における特徴を次に示す。 

 
（１）メリット 

ア 計測調査で交通規制を行う必要がない。 
イ トンネル内等の上空から計測できない部分に対しても有効。 
ウ ３次元鳥瞰図（色付き点群データ）を迅速に作成することができる。 

 
（２）デメリット 

ア 山間部の GNSS 受信状況が悪い区域や未舗装道路は不向き。 
イ 構造物等で遮断された箇所は計測できない。 

 
（３）地形測量精度 

表 11 測量精度 

地図情報レベル 水平位置の標準偏差 標高点の標準偏差 等高線の標準偏差 
500 0.25ｍ以内 0.25ｍ以内 0.5ｍ以内 
1000 0.70ｍ以内 0.33ｍ以内 0.5ｍ以内 

 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」より整理 

  

車載写真レーザ測量は、車両にレーザスキャナ、カメラ等を搭載し、連続的に位置、姿勢を計測する

ことによって、道路周辺の正確な３次元情報（座標点群）と、これに重なる映像情報を同時に取得する

ことができる測量である。 
BIM/CIM では、道路改良、補修工事等の自走可能な場合は関係者との合意形成資料に用いるための

３次元地形データの取得に適している。また詳細設計に用いる高精度の地形測量に活用できる計測手

法として期待が高い。また、工事後の完成図書を作成するための３次元計測、維持管理面で日常の構造

物点検・巡視に活用できる等の幅広い分野で採用されつつある。 
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表 12 数値図化用データにおける利用目的ごとの要求点密度 

地図情報レベル 数値図化の基準 立体的構造を持つ地物 平面的構造を持つ地物 
500 400点／㎡以上 50点／㎡以上 25点／㎡以上 

1000 100点／㎡以上 13点／㎡以上 13点／㎡以上 
 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」より整理 

 

表 13 数値地形図データの地図情報レベルに応じた要求精度 

地図情報レベル 水平位置の要求精度（標準値） 標高の要求精度（標準値） 
500 0.1m以内（標準偏差） 0.1m以内（標準偏差） 

1000 0.1m以内（標準偏差） 0.1m以内（標準偏差） 
 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」より整理 

 

道路の周辺に適用する場合は、車載写真レーザ測量システムの性能を踏まえ、所定の精度が得られる範

囲とする（「農林水産省農村振興局測量作業規程」では、地図情報レベル 500 及び 1000 を標準としてい

る）。 
 

2.4.2 主な利用場面 
車載写真レーザ測量は、道路周辺構造物の把握や道路台帳附図（道路基盤情報）の作成、災害状況を把

握するため、様々な分野で実用的に活用されている。 
車載写真レーザ測量で取得した道路地形モデルから、車線ごとの縦断図や任意地点における横断図を作

成することができ、道路改良設計等の基礎資料として活用できる。交通規制を行うことなく計測できるこ

とから、交通量の多い路線やトンネル点検、特車通行許可等の管理業務に役立てられている。 
河川では、堤防堤外地水部までレーザが届く長距離タイプ（ロングレンジ：最大 500m まで計測可能）

のレーザスキャナと全周囲カメラを搭載したシステムが採用され、検証業務が実施されているほか、経年

的にデータを蓄積することで、地形モデルの差分解析により堤防の変状を捉えることが可能である。 
 

 

図 24 道路設計での活用 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 
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図 25 道路の維持管理での活用（施設管理） 

BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 

 

 

 

図 26 河川分野での活用 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 
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2.5 UAV 写真点群測量 

 
【解説】 

UAV 写真点群測量では、撮影された写真から３次元形状復元は自動処理により行うことを前提として

いる。３次元形状復元は、空中写真から SfM（Structure from Motion）により特徴点を抽出して撮影状

態を求めるとともに、撮影状態に基づき MVS（Multi View Stereo）により空中写真から高密度に３次元

点群を抽出し、３次元形状を復元するものである。 
 

 
 

図 27 UAV 写真点群測量における工程別作業区分及び順序 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」 

 
2.5.1 主な特徴 
UAV 写真点群測量の主な特徴を次に示す。 

 
（１）メリット 

ア 局地的な範囲の点群データが容易に取得できる。 
イ 人が立ち入れない箇所でも、計測が可能。 

 
（２）デメリット 

ア UAV の落下に対する安全の確保が必要。 
イ 空中写真測量を基本とした技術のため、草木が存在している場合にはその下の地面を撮影でき 

ないため、標高を取得することができない。 
ウ 強風や雨などの天候により計測できない。 
エ 航空法等の規制により利用できない地域がある。 

 
（３）地形測量精度 

作成する３次元点群の位置精度は、その目的に応じて設定し、それぞれの位置精度に必要な作業を行う。

UAV 写真点群測量の場合には、要求する３次元点群データの位置精度に応じた地上画素寸法が規定され

ており、対地高度は使用するデジタルカメラの 1 画素のサイズと焦点距離に応じて決定される。情報化

施工技術の活用ガイドラインの場合、位置精度 0.05m 以内の３次元点群は出来形管理に、位置精度 0.10m 
以内の３次元点群は起工測量又は岩線計測に、位置精度 0.20m 以内の３次元点群は部分払い出来高計測

にそれぞれ利用されている。 
  

UAV は、社会インフラの維持管理（橋梁点検ほか）や災害調査（深層崩壊箇所、地すべり調査ほか）、

人の立ち入り禁止区域の調査（火山変動調査ほか）、情報化施工技術活用工事、環境調査など様々な目

的に利用されるようになってきた。 
「農林水産省農村振興局測量作業規程」においても UAV 写真測量とともに UAV 写真点群測量が掲

載されている。UAV 写真点群測量とは、UAV により地形、地物等を撮影し、その数値写真を用いて３

次元点群データを作成する作業をいう。 



 

第 1 編 73 

表 14 点群測量における位置精度と地上画素寸法 

位置精度 地上画素寸法 
0.05ｍ以内 0.01ｍ以内 
0.10ｍ以内 0.02ｍ以内 
0.20ｍ以内 0.03ｍ以内 

 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」より整理 

 

表 15 測量精度【参考】 

地図情報レベル 水平位置の標準偏差 標高点の標準偏差 等高線の標準偏差 
250 0.12m 以内 0.25m 以内 0.5m 以内 
500 0.25m 以内 0.25m 以内 0.5m 以内 

 

出典：「農林水産省農村振興局測量作業規程」 

 
2.5.2 主な利用場面 
UAV 写真点群測量では、点群編集の過程で作成されるグラウンドデータを変換することで、サーフェス

モデル（TIN データ）や、一定の格子間隔で地形の形状を示す DEM データを作成することができる。ま

た、サーフェスモデルに撮影した空中写真画像を貼り付けることで、写真地図（３次元オルソ画像）を作成

することもできる。 
情報化施工技術活用工事では、起工測量や出来形計測に利用されており、広く普及した。取得した点群デ

ータは、３次元設計データ等の差分による土量計算や出来形管理に利用されている。 
また、災害時には、崩壊地等の危険個所等において、ポールの設置、リボンテープによる計測等が危険な

場合に活用できる。 
 
 

【コラム】災害復旧の効率的な実施に向けた研究開発 
豪雨によって被災したため池の被災状況の把握に当たり、UAV 写真点群測量により被災後の 3 次元点

群データを取得し、取得した点群データを基に被災前の仮想法面断面図（3 次設計データ）を作成、作成

した仮想法面断面図と点群データとの比較によるため池の崩壊状況の定量的評価・解析の研究が進められ

ている。被災後の 3 次元点群データから被災前の仮想断面の作成、土量算出、縦横断図の作成が可能とな

れば、被災後の現地測量作業や 2 次元図面作成等の作業が不要となり、行政部局や土地改良区等に所属す

る技術者の負担軽減や災害査定等の効率化につながることが期待される。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 33 被災前の仮想的な法⾯からの⼟量算出 
出典：孫沢ため池等 UAV 調査測量現地作業報告  

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究部門（R4.12） 

(a) ドローン撮影画像から生成した点群か

ら想定した被災前の仮想的な法面形状 
（法面モデルのみ表示） 

(b) ドローン撮影画像から生成した点群と被

災前を想定したため池法面形状との比較 

法面損傷箇所：青色着色箇所 


	第１編共通編
	目次
	はじめに
	第１章　総論
	１　総則
	２　共通事項
	３　BIM/CIM活用の流れ
	４　発注における入札公告等の記載例

	第２章　測量
	１　 設計に求められる地形モデル（精度等）
	２　 BIM/CIM モデルに利用するための測量方法

	第３章　地質・土質モデル
	１　地質・土質モデルの作成・活用に関する基本的な考え方
	２　モデルの活用
	３　地質・土質モデルの作成
	４　成果品作成
	５　不確実性の引継ぎ
	６　地質・土質モデルの照査
	参考資料


	第２編土工編
	目次
	はじめに
	１.総則
	２.測量及び地質・土質調査
	３.設計
	４.施工
	５.維持管理

	第３編ほ場整備工編
	目次
	はじめに
	１.総則
	2. 測量及び地質・土質調査
	3. 設計
	4. 実施設計
	5. 施工
	6. 営農・維持管理




